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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第78期
第１四半期
連結累計期間

第79期
第１四半期
連結累計期間

第78期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日

自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (千円) 1,867,088 2,839,439 12,487,281

経常利益又は経常損失(△) (千円) △219,804 △35,567 492,504

当期純利益又は四半期純損失
(△)

(千円) △168,463 △33,250 224,605

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △522,787 △93,199 △306,278

純資産額 (千円) 14,129,716 14,146,851 14,292,840

総資産額 (千円) 21,686,515 22,853,210 22,982,470

１株当たり当期純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

(円) △11.99 △2.37 15.98

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 65.2 61.9 62.2

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第78期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社においても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　（1）経営成績の分析

当第1四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響により、生産の停滞、輸出の減少、

個人消費の低迷など厳しい状況下にありましたものの、サプライチェーンの立て直しが進み、徐々に生産

活動も回復するという経過を辿りました。しかしながら、ＥＵの財政危機や米中など海外経済の減速、円

高、電力不足など多くの懸念材料を抱え、依然として先行き不透明な状況が続いております。 

この様な情勢の中で、当社グループは「商品力の向上」ならびに「販売力の強化」によって、安定成長

を実現すべく、全社を挙げて努力してまいりました。その結果、当社グループの連結業績は、企業の設備投

資への戸惑いや公共投資の抑制などの影響もありましたが、手持ち受注の消化もあり、受注高31億5千3百

万円（前年同期比5.6%増）、売上高は28億3千9百万円（前年同期比52.1%増）となりました。また、損益に

おいては、経常損失は3千5百万円（前年同期は、経常損失2億1千9百万円）、四半期純損失は3千3百万円

（前年同期は、四半期純損失1億6千8百万円）となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　

搬送機械事業

搬送機械事業では、既存顧客からのリピート受注、小型自動倉庫や製造業の生産・物流分野などに、ピッ

キングシステムや新商品を使ったソリューションを提案するとともにサービス・メンテナンスにも注力

し、拡販を図ってまいりました。その結果、受注高は14億4百万円、売上高は12億4千2百万円となりました。
　

産業機械事業

産業機械事業の産機部門では、公共投資抑制の影響を受けるなど厳しい環境の中、民間需要の掘り起こ

しやサービス・メンテナンスに注力してまいりました。また、精密機械部門では、円高の逆風はありました

ものの、既存顧客の更新需要や新規商社の開拓に注力してまいりました。その結果、受注高は16億3千6百万

円、売上高は14億8千9百万円となりました。
　
　

その他の事業

その他の事業では、駐車場装置の増加などにより、受注高は1億1千3百万円、売上高は1億7百万円となり

ました。
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（2）財政状態の分析

（資産）

　当第１四半期末の資産合計は、前連結会計年度末より、1億2千9百万円減少し、228億5千3百万円となりま

した。その主な要因といたしましては、売上債権の回収等により現金及び預金が5億7百万円、第2四半期の

売上の増加に伴い、原材料及び貯蔵品が2億5千9百万円増加しましたものの、売上債権の回収により受取手

形及び売掛金が7億9千5百万円、所有株式の時価が下がり投資有価証券が8千9百万円、それぞれ減少したこ

となどによるものであります。

（負債）

負債の部では、前連結会計年度末より、1千6百万円増加し、87億6百万円となりました。その主な要因とい

たしましては、法人税等の支払により未払法人税等が1億9千万円減少しましたものの、仕入の増加に伴い

支払手形及び買掛金が5千7百万円、流動負債のその他が1億4千8百万円、それぞれ増加したことなどによる

ものであります。

（純資産）

純資産の部は、前連結会計年度末より、1億4千5百万円減少し、141億4千6百万円となりました。その主な

要因といたしましては、利益剰余金が8千5百万円、その他有価証券評価差額金が5千9百万円減少したこと

などによるものであります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32,980,000

計 32,980,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,160,000同左
東京証券取引所
（市場第二部）
福岡証券取引所

単元株式数は　　　　　　1,000株で
あります。

計 15,160,000同左 ― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

　平成23年４月１日～
平成23年６月30日

― 15,160 ― 2,658,400 ― 992,895

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年３月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

　

① 【発行済株式】

平成23年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
 普通株式 1,109,000

― ―

完全議決権株式(その他)  普通株式13,893,000 13,893 ―

単元未満株式  普通株式   158,000― ―

発行済株式総数 15,160,000― ―

総株主の議決権 ― 13,893 ―

(注)　「単元未満株式」には、当社所有の自己株式が301株含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成23年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
　　　　　　　　　　西部電
機株式会社

福岡県古賀市駅東三丁目３番１号 1,109,000― 1,109,0007.32

計 ― 1,109,000― 1,109,0007.32

　

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成23年４月１日

から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,701,231 4,208,614

受取手形及び売掛金 6,033,500 5,238,460

仕掛品 783,514 843,522

原材料及び貯蔵品 772,095 1,031,799

繰延税金資産 194,047 202,041

その他 87,093 40,370

貸倒引当金 △17,816 △15,719

流動資産合計 11,553,667 11,549,089

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,913,288 2,878,711

土地 5,115,014 5,115,014

その他（純額） 524,544 491,948

有形固定資産合計 8,552,848 8,485,674

無形固定資産 21,017 20,367

投資その他の資産

投資有価証券 2,011,978 1,922,342

その他 873,559 911,236

貸倒引当金 △30,600 △35,500

投資その他の資産合計 2,854,938 2,798,079

固定資産合計 11,428,803 11,304,120

資産合計 22,982,470 22,853,210
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,185,453 3,243,435

短期借入金 620,250 620,250

未払法人税等 203,847 13,164

その他 930,815 1,079,759

流動負債合計 4,940,366 4,956,609

固定負債

長期借入金 336,000 336,000

再評価に係る繰延税金負債 1,989,538 1,989,538

退職給付引当金 1,146,580 1,158,776

役員退職慰労引当金 169,993 161,669

その他 107,152 103,765

固定負債合計 3,749,264 3,749,749

負債合計 8,689,630 8,706,358

純資産の部

株主資本

資本金 2,658,400 2,658,400

資本剰余金 2,502,759 2,502,759

利益剰余金 5,944,266 5,858,325

自己株式 △291,376 △291,474

株主資本合計 10,814,049 10,728,009

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 577,544 517,596

土地再評価差額金 2,901,245 2,901,245

その他の包括利益累計額合計 3,478,790 3,418,842

純資産合計 14,292,840 14,146,851

負債純資産合計 22,982,470 22,853,210
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 1,867,088 2,839,439

売上原価 1,480,556 2,207,815

売上総利益 386,532 631,623

販売費及び一般管理費 632,844 686,213

営業損失（△） △246,312 △54,589

営業外収益

受取利息 479 324

受取配当金 15,529 17,393

助成金収入 10,347 －

その他 5,162 6,448

営業外収益合計 31,518 24,166

営業外費用

支払利息 3,193 3,152

コミットメントフィー 1,183 1,164

その他 633 827

営業外費用合計 5,010 5,144

経常損失（△） △219,804 △35,567

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,676 －

特別利益合計 1,676 －

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 12,607 －

環境対策費 11,823 －

固定資産除却損 95 10

その他 2,053 －

特別損失合計 26,579 10

税金等調整前四半期純損失（△） △244,707 △35,578

法人税、住民税及び事業税 16,034 12,930

法人税等調整額 △92,278 △15,258

法人税等合計 △76,244 △2,327

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △168,463 △33,250

四半期純損失（△） △168,463 △33,250
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △168,463 △33,250

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △354,324 △59,948

その他の包括利益合計 △354,324 △59,948

四半期包括利益 △522,787 △93,199

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △522,787 △93,199

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【追加情報】

　
当第１四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

　当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び、「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

 

　

　
【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

　　１　裏書手形譲渡高 4,476千円　 　 　１　裏書手形譲渡高 1,557千円　

　
　２　提出会社は、運転資金の効率的な調達を行うため
　　取引銀行９行と貸出コミットメント契約を締結して
　　おります。

　 　
　２　提出会社は、運転資金の効率的な調達を行うため
　　取引銀行９行と貸出コミットメント契約を締結して
　　おります。

　

　
　　　当連結会計年度末における貸出コミットメントに
　　係る借入未実行残高等は次のとおりであります。 　 　

　　　当第１四半期連結会計期間末における貸出コミッ
　　トメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであ
　　ります。

　

　　　　　貸出コミットメントの総額 2,000,000千円　 　 　　　　貸出コミットメントの総額 2,000,000千円　

　　　　　借入実行残高 416,250千円　 　 　　　　借入実行残高 416,250千円　

　　　　　差引額 1,583,750千円　 　 　　　　差引額 1,583,750千円　

　　 　 　 　 　 　 　

　

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第1四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第1四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
  至　平成23年６月30日)

減価償却費 83,362千円 減価償却費 79,078千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 56,213 4.00平成22年３月31日 平成22年６月30日

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

　

当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 52,690 3.75平成23年３月31日 平成23年６月30日

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　

報告セグメント その他
の事業
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

搬送機械
事業

産業機械
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 657,7291,121,4711,779,20087,8871,867,088 ― 1,867,088

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― 28,79928,799△28,799 ―

計 657,7291,121,4711,779,200116,6871,895,887△28,7991,867,088

セグメント損失（△） △81,701△81,602△163,303△2,083△165,386△80,925△246,312

(注)　1.「その他の事業」は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、子会社において行っている機械

機器部品・立体駐車装置の販売、駐車場運営等の事業であります。

2.セグメント損失の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用△78,208千円が含まれております。

3.セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　

報告セグメント その他
の事業
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

搬送機械
事業

産業機械
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 1,242,1361,489,6322,731,768107,6702,839,439 ― 2,839,439

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― 41,02741,027△41,027 ―

計 1,242,1361,489,6322,731,768148,6972,880,466△41,0272,839,439

セグメント利益又は損失
（△）

27,706△31,919△4,213 857 △3,355△51,234△54,589

(注)　1.「その他の事業」は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、子会社において行っている機械

機器部品・立体駐車装置の販売、駐車場運営等の事業であります。

2.セグメント利益又は損失の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用△46,746千円が含まれて

おります。

3.セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

    １株当たり四半期純損失金額(△) △11円99銭 △2円37銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純損失金額(△)(千円) △168,463 △33,250

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

    普通株式に係る四半期純損失金額(△)(千円) △168,463 △33,250

    普通株式の期中平均株式数(千株) 14,052 14,050

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
　

２ 【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年８月10日

西部電機株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　東　   　能   利   生　 印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　吉   村　 　  祐   二　 印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている西部
電機株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平
成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６
月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、西部電機株式会社及び連結子会社の平成23年
６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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